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7-1．カーボンニュートラル
 2020年12⽉25⽇に開催された第6回成⻑戦略会議において、「2050年カーボンニュートラルに伴う

グリーン成⻑戦略」が公表された。
同戦略においては、今後の産業として成⻑が期待される重要分野として、下記14産業につき、2050

年までの「実⾏計画」が策定されている

出所）「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2012年12月、内閣官房

Ⅰ．物流を取り巻く現状（環境への配慮）
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7-2．重要分野における実⾏計画（物流分野抜粋）
7 現状と課題 今後の取組

カーボン
ニュート
ラルポー
トの形成

我が国のCO2排出量の約６割が港湾・臨海部から
•我が国のCO2排出量の約６割を占める⽕⼒発電・製油等は主 に
港湾・臨海部に⽴地。

•我が国の輸出入の99.6%を取り扱う港湾は、コンテナ貨物ト
レーラーや横持トラックの輸送拠点。

•港湾は、水素・アンモニア等次世代エネルギーの輸入拠点。
⽔素等次世代エネルギー輸送⼿段や受⼊体制が確⽴されていない。
各事業者が個々に技術開発等に取り組んでおり、スケールメリッ
トの創出が困難。⽔素等次世代エネルギー調達のため、海外での
積出港の確保が必要。

港湾におけるカーボンニュートラルポートの形成
次世代エネルギーの輸送キャリアに応じたモデル港
を対象として、社会実装を推進。カーボンニュート
ラルポート（CNP）形成のためのマニュアルを策定
し、CNPの形成を全国に展開。

次世代エネルギー資源獲得に資する海外における港湾投
資の検討

海外からの次世代エネルギー資源の安価な大量輸入
のため、受入港の環境整備等、企業による取組を支
援。

グリーン
物流の推
進、交通
ネット
ワーク・
拠点・輸
送の効率
化・低炭
素化の推
進

・モーダルシフトの推進︓低炭素型の物流体系構築のため、CO2
排出削減効果の高いモーダルシフトの推進が必要。

・物流施設の低炭素化︓庫内作業の省⼈化に伴う照明等エネル
ギー消費量の削減や、冷凍冷蔵倉庫における省エネ型⾃然冷媒
機器の導入によるエネルギー消費量の削減及び脱フロンが不可
欠。

・ドローン物流の実⽤化︓過疎地域では、輸配送の効率化や物流
の持続可能性の確保が課題。

・燃料電池鉄道⾞両の開発・導入︓現⾏の関連基準・規制が燃料
電池（FC）鉄道⾞両の⾛⾏を想定していない。

・エコエアポート︓コスト⾯に課題があり、各空港において導入
を⾒送られているシステムが存在。

・航空交通システムの高度化︓従来の航法よりも⾶⾏距離を短縮
し、より多くの航空機を効率よく⾶⾏させることが可能となる
RNAV経路の導入促進が必要。

・道路における主要渋滞箇所は約9,000箇所（2019年11月時
点）、国内貨物輸送の約8割がトラック輸送。

・⾃動⾞輸送からCO2排出量の少ない内航海運⼜は鉄道
による輸送への転換を促進。

・物流施設における省⼈化機器及び再⽣可能エネルギー
設備の導入や、冷凍冷蔵倉庫における省エネ型⾃然冷
媒機器への転換に係る取組を推進。

・持続可能な事業形態の整理、機体導入への支援。
・FC鉄道⾞両の社会実装に向け、関連基準・規制等、
必要な環境整備を検討。

・エコエアポートガイドラインの改正を含めた検討、
GPUの導入促進、空港施設のLED化等省エネルギーシ
ステムの導入推進、空港⾞両のFC化・電動化によるク
リーンエネルギー⾞両の導入を促進。

・革新的運航改善に向けた国際協調、研究開発に取り組
む。

・道路ネットワークの整備や道路を賢く使う取組等の道
路交通流対策を推進。

・ダブル連結トラックによる物流の効率化を推進。
出所）「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2020年12月、内閣官房

Ⅰ．物流を取り巻く現状（環境への配慮）
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8-1．近年の物流事業者の被災状況
近年は、地震のみならず⾵水害等による⼤規模災害が発⽣。

発生 災害 トラック運送事業者の被害状況等

２０１８年７月 西日本豪雨による被害 【国交省資料による】

・広島県内96事業者（99事業所）、岡山県内68事業者（69事業所）、愛媛県

内21事業者、

高知県内4事業者で浸水被害

【新聞記事による】

・広島県トラック協会の会員被害は9月12日午前９時時点で、事務所浸水21

件、車両損壊86件、倉庫・工場浸水８件、車庫浸水１件の計116件に上る。

・岡山県トラック協会の9月11日朝の時点での会員被害は50件（床下・床上

浸水、車両の流失・損壊など）に。大規模な浸水のあった倉敷市真備町を

中心に高梁市、総社市、矢掛町などでの被害報告が多く、岡山市東部で

被害を受けた事業所もあった。

２０１８年９月 北海道胆振東部地震 【国交省資料による】

・北海道内3事業者で車両損傷被害

２０１８年９月 台風２１号による被害 【国交省資料による】

・近畿運輸局管内で車両浸水被害（518両）、破損（1,525両）等の車両被害

徳島県においても車両浸水被害（2両）、破損（17両）等の車両被害

※国交省資料、新聞報道等から日通総研作成

Ⅰ．物流を取り巻く現状（持続可能性の確保）
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8-2．BCP（Business Continuity Plan︓業務継続計画）の必要性
安定した経済活動の遂⾏には、物流の強靭化が必要。そのためには、物流を継続する「BCPの策定」

が必須。

自然災害発生

BCPを策定する⽬的は、⾃社にとって望ましくない事態（⾃然災害・⼤事故・不祥事など）
が⽣じた際に、被害を最小限におさえつつ、最も重要なビジネスを素早く再開させることで、

損害の発生を最小限に留めること

BCP＝「非常時対応マニュアル」

自社の事業継続

従業員の就労上
の安全確保

社会インフラを
担う社会的責任

支援物資輸送等
の社会貢献

ある程度事前に予測
できることから、事前に
対策を取ることで、被
害の軽減、復旧作業
負荷の軽減が可能

Ⅰ．物流を取り巻く現状（持続可能性の確保）



17

8-3．BCPの必要性
 BCPの策定状況は、年々増加しているものの、検討中含めて半数程度である。
運輸・倉庫業では、15.9％に過ぎない。BCP策定に伴い、拠点の⾒直しや代替拠点のニーズが⾼ま

る可能性あり。

出所）帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査」2020年6月

Ⅰ．物流を取り巻く現状（持続可能性の確保）
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9-1．総合物流施策大綱（物流DX)
 2021年６⽉１５⽇に政府における物流施策の指針を⽰し、関係省庁が連携して総合的・一体的

な物流施策の推進を図る、「総合物流施策⼤綱（2021年度〜2025年度）」が閣議決定された。

出所）「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度））」2021年6月、国土交通省、経済産業省、農林水産省

Ⅰ．物流を取り巻く現状（国の動向）
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10-1．物流施設の変遷イメージ
Ⅰ．物流を取り巻く現状（物流施設）

荷主や消費者のニーズが⾼度化・多様化していることにより、物流施設に対するニーズも時代とともに変
遷をたどっている。


